
議案第７号 

令和５年度甲賀市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和５年度甲賀市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 戸 数                   ３６，３００戸 

（２）年 間 総 給 水 量               １２，５６０，０００㎥ 

（３）一日平均給水量                   ３４，０００㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

第１款 水 道 事 業 収 益             ３，０５０，３４９千円 

第１項 水 道 事 業 収 益            ２，５３０，９９８千円 

第２項 受 託 工 事 収 益                ５，３００千円 

第３項 そ の 他 営 業 収 益               ８１，６８４千円 

  第４項 営 業 外 収 益              ４３２，３６５千円 

第５項 特 別 利 益                    ２千円 

支  出 

第１款 水 道 事 業 費 用             ２，７６６，２９２千円 

  第１項 水 道 事 業 費 用            ２，６０１，３３７千円 

  第２項 受 託 工 事 費 用                ５，３００千円 

  第３項 そ の 他 営 業 費 用                    １千円 

  第４項 営 業 外 費 用              １５２，６５３千円 

  第５項 特 別 損 失                ２，００１千円 

  第６項 予 備 費                ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６１９，０９５千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４２，０８２千円、当年度分損益勘定



留保資金５３９，６２０千円、繰越利益剰余金処分額３７，３９３千円で補てん

するものとする。） 

収  入 

第１款 資 本 的 収 入               ５３３，１９７千円 

第１項 企 業 債              ２２７，０００千円 

第２項 出 資 金               ５１，４９６千円 

第３項 負 担 金              ２４２，５７５千円 

第４項 補 助 金               １２，１２５千円 

第５項 固定資産売却代金                    １千円 

   支  出 

第１款 資  本 的  支  出             １，１５２，２９２千円 

第１項 建  設 改  良  費              ７４９，４８８千円 

第２項 企 業 債 償 還 金              ３９７，８０４千円 

第３項 予    備    費                ５，０００千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。 

事    項 期 間 限度額 

勅旨加圧所設備更新事業 令和６年度 ２０２，４００千円 

内貴橋送配水管整備事業 令和６年度 ４３０，３００千円 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 

 

水道施設改

良事業 

千円 

227,000 

 

 

 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

 

4.0％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資 金 に つ い

て、利率の見

直しを行った

 

政府資金及び地方公共

団体金融機構資金につ

いては、その融資条件に

より、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。ただ

し、財政の都合により据



後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

置期間及び償還期間を

短縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えす

ることができる。 

  計 227,000    

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）水道事業費用 

（２）受託工事費用 

（３）その他営業費用 

（４）営業外費用 

（５）特別損失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費                   １６０，５２４千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 水道事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計に補

助を受ける金額は、３７，８３２千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１２，６１３千円と定める。 

 上記の議案を提出する。 

令和５年２月１６日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴 

 

 



 



収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1. 水道事業収益 3,050,349

1. 水 道 事 業 収 益 2,530,998

1. 給 水 収 益 2,530,998

2. 受 託 工 事 収 益 5,300

1. 受 託 工 事 収 益 5,300

3. その他営業収益 81,684

1. そ の 他 営 業 収 益 81,684

4. 営 業 外 収 益 432,365

1.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

2,312

2. 他 会 計 補 助 金 25,707

4. 長 期 前 受 金 戻 入 403,667

5. 雑 収 益 679

5. 特 別 利 益 2

1. 固 定 資 産 売 却 益 1

2. 過年度損益修正益 1

令和５年度甲賀市水道事業会計予算実施計画

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1. 水道事業費用 2,766,292

1. 水 道 事 業 費 用 2,601,337

1. 原 水 及 び 浄 水 費 1,193,582

2. 配 水 及 び 給 水 費 223,310

3. 業 務 費 91,760

4. 総 係 費 149,398

5. 減 価 償 却 費 918,026

6. 資 産 減 耗 費 25,261

2. 受 託 工 事 費 用 5,300

1. 受 託 工 事 費 5,300

3. その他営業費用 1

1. そ の 他 営 業 費 用 1

4. 営 業 外 費 用 152,653

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

87,415

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

65,000

3. 雑 支 出 238

5. 特 別 損 失 2,001

1. 固 定 資 産 売 却 損 1

2. 過年度損益修正損 2,000

6. 予 備 費 5,000

1. 予 備 費 5,000

款 項 目
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資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1. 資 本 的 収 入 533,197

1. 企 業 債 227,000

1. 企 業 債 227,000

2. 出 資 金 51,496

1. 出 資 金 51,496

3. 負 担 金 242,575

1. 分 担 金 201,200

2. 負 担 金 41,375

4. 補 助 金 12,125

1. 補 助 金 12,125

5. 固定資産売却代金 1

1. 土 地 売 却 代 金 1

支　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　考

1. 資 本 的 支 出 1,152,292

1. 建 設 改 良 費 749,488

1. メ ー タ ー 費 1,613

2. 水 道 設 備 工 事 費 747,875

2. 企 業 債 償 還 金 397,804

1. 企 業 債 償 還 金 397,804

3. 予 備 費 5,000

1. 予 備 費 5,000

款 項 目

款 項 目
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収益的収入及び支出

収　入

1. 3,050,349

1.水 道 事 業 収 益 2,530,998

1.給 水 収 益 2,530,998

2.受 託 工 事 収 益 5,300

1.受 託 工 事 収 益 5,300

3.そ の 他 営 業 収 益 81,684

1.そ の 他 営 業 収 益 81,684

4.営 業 外 収 益 432,365

1.受取利息及び配当金 2,312

2.他 会 計 補 助 金 25,707

4.長 期 前 受 金 戻 入 403,667

5.雑 収 益 679

5.特 別 利 益 2

1.固 定 資 産 売 却 益 1

2.過年度損益修正益 1

水 道 事 業 収 益

令和５年度甲賀市水道事業会計予算明細書

款 項 目 本　年　度
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（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

水 道 料 金 2,530,998 基本料金、超過料金

給 水 工 事 収 益 240 新設接続工事、受託工事負担金

修 繕 工 事 収 益 60 一般修繕工事

路面復旧工事収益 5,000 路面復旧工事

材 料 売 却 収 益 1 水道資材売却代金

手 数 料 1,883
指定給水装置工事業者登録、
設計審査、工事検査、督促手数料等

雑 収 益 79,800
消火栓維持管理負担金、青土ダム売電収入、
上下水道料金等関連業務委託負担金等

預 金 利 息 2,312 定期預金、普通預金

一 般 会 計 繰 入 金 25,707 水道事業に係る一般会計繰入金

長 期 前 受 金 戻 入
（ 国 庫 補 助 金 ）

26,987 国庫補助金に係る減価償却見合い分収益化

長 期 前 受 金 戻 入
（ 工 事 負 担 金 ）

336,631 工事負担金に係る減価償却見合い分収益化

長 期 前 受 金 戻 入
（ 受 贈 財 産 ）

19,248 受贈財産に係る減価償却見合い分収益化

長 期 前 受 金 戻 入
（ そ の 他 ）

20,801 補助金等に係る減価償却見合い分収益化

不 用 品 売 却 収 益 1

そ の 他 雑 収 益 678 甲南町耕心区駐車場料金等

固 定 資 産 売 却 益 1

過年度損益修正益 1

説　　　　　　　　　　　　　　明
節
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支　出

1. 2,766,292

1. 水 道 事 業 費 用 2,601,337

1. 原 水 及 び 浄 水 費 1,193,582

2. 配 水 及 び 給 水 費 223,310

水 道 事 業 費 用

款 項 目 本　年　度
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（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

備 消 品 費 2,897 原水浄水施設管理用

燃 料 費 10 自家発電機燃料代

通 信 運 搬 費 1,827 各施設専用回線使用料

委 託 料 295,341 水道施設維持管理、電気設備保守点検等

手 数 料 400 水質検査（臨時）

賃 借 料 790 水源地敷地賃借料等

修 繕 費 6,330 原水浄水施設設備修繕

動 力 費 83,029 原水浄水施設電気代

薬 品 費 5,487 次亜塩素酸ナトリウム等

材 料 費 720 原水浄水施設修繕用

会 費 負 担 金 2,261 青土ダム管理費用負担金

受 水 費 794,490 県用水、伊賀市水道

備 消 品 費 680 配水給水施設管理用

光 熱 水 費 30 ブロック給水システム光熱費

通 信 運 搬 費 7,113 各施設専用回線使用料

委 託 料 42,366
漏水調査、緊急修繕待機、
検定満期メーター交換等

手 数 料 1,000 漏水調査（緊急）

賃 借 料 317 配水管路敷地賃借料等

修 繕 費 114,377 配水給水施設、検定満期メーター修繕

路 面 復 旧 費 8,500 舗装本復旧

動 力 費 37,924 配水給水施設電気代

材 料 費 11,000 配水給水施設修繕用

雑 費 3 水位監視線添架料等

説　　　　　　　　　　　　　　明
節
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款 項 目 本　年　度

3. 業 務 費 91,760

4. 総 係 費 149,398
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区　　　分 金　　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

節

印 刷 製 本 費 174 封筒等

通 信 運 搬 費 3,737 郵送料

委 託 料 83,124 開閉栓業務、上下水道料金等関連業務

手 数 料 4,725 金融機関等取扱手数料等

報 酬 180 水道事業審議会委員１０人

給 料 55,716 職員１４人

手 当 34,089 職員手当

賞 与 引 当 金 繰 入 9,471 令和６年６月期末勤勉手当分

法 定 福 利 費 26,116 共済組合負担金等

旅 費 237 費用弁償、普通旅費

備 消 品 費 2,610 コピー代、一般事務用品等

燃 料 費 985 公用車用

光 熱 水 費 1,666 庁舎電気代等

食 糧 費 5 水道事業審議会用お茶

印 刷 製 本 費 31 銀行用収納済通知書

通 信 運 搬 費 1,460 電話代、郵送料等

委 託 料 7,482
料金管理・企業会計システム保守、
土木積算システム保守、弁護士委託等

手 数 料 489 公用車車検、職員検便手数料、振込手数料等

賃 借 料 313 CADライセンス等

修 繕 費 1,952 公用車修繕等

補 償 費 1

会 費 負 担 金 1,383 日本水道協会会費、研修負担金等

保 険 料 1,613
水道賠償責任保険、公有建物共済保険、公用車自
賠責保険等

雑 費 189 公用車重量税等

貸 倒 引 当 金 繰 入 3,400 不納欠損分

補 助 金 9 準中型自動車第一種免許５t限定解除助成金

貸 倒 損 失 1 現年度不納欠損
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款 項 目 本　年　度

5. 減 価 償 却 費 918,026

6. 資 産 減 耗 費 25,261

2. 受 託 工 事 費 用 5,300

1. 受 託 工 事 費 5,300

3. そ の 他 営 業 費 用 1

1. そ の 他 営 業 費 用 1

4. 営 業 外 費 用 152,653

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

87,415

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

65,000

3. 雑 支 出 238

5. 特 別 損 失 2,001

1. 固 定 資 産 売 却 損 1

2. 過年度損益修正損 2,000

6. 予 備 費 5,000

1. 予 備 費 5,000
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区　　　分 金　　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

節

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

915,577
建物、構築物、機械及び装置、車両及び運搬具、
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

2,449 水利権、施設利用権

固 定 資 産 除 却 費 24,761 配水管、施設等

たな卸資産減耗費 500 貯蔵品

備 消 品 費 60

委 託 料 100

工 事 費 5,000

路 面 復 旧 費 60

材 料 費 80

材 料 売 却 原 価 1

企 業 債 利 息 87,315 借入利息

一 時 借 入 金 利 息 100

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

65,000

不 用 品 売 却 原 価 1

そ の 他 雑 支 出 237 駐車場維持管理料

固 定 資 産 売 却 損 1

過年度損益修正損 2,000 過年度漏水減免

予 備 費 5,000
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資本的収入及び支出

収　入

1. 533,197

1.企 業 債 227,000

1.企 業 債 227,000

2.出 資 金 51,496

1.出 資 金 51,496

3.負 担 金 242,575

1.分 担 金 201,200

2.負 担 金 41,375

4.補 助 金 12,125

1.補 助 金 12,125

5.固定資産売却代金 1

1.土 地 売 却 代 金 1

資 本 的 収 入

款 項 目 本　年　度
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（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

企 業 債 227,000

出 資 金 51,496 水道事業に係る一般会計出資金

工 事 分 担 金 201,200 下水道関連、消火栓新設等

加 入 金 41,375 新規加入申込金

そ の 他 補 助 金 12,125 滋賀県自治振興交付金

土 地 売 却 代 金 1 土地売却代金

説　　　　　　　　　　　　　　明
節
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支　出

1. 1,152,292

1. 建 設 改 良 費 749,488

1. メ ー タ ー 費 1,613

2. 水 道 設 備 工 事 費 747,875

2. 企 業 債 償 還 金 397,804

1. 企 業 債 償 還 金 397,804

3. 予 備 費 5,000

1. 予 備 費 5,000

資 本 的 支 出

款 項 目 本　年　度
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（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

メ ー タ ー 費 1,613 新設メーター

給 料 15,646 職員５人

手 当 12,808 職員手当

法 定 福 利 費 7,518 共済組合負担金等

旅 費 37 普通旅費

備 消 品 費 343 コピー代、一般事務用品等

燃 料 費 684 公用車用

委 託 料 98,850 実施設計業務等

手 数 料 2,000 用地調査手数料

工 事 費 609,989
老朽配給水管布設替、老朽施設改修、舗装復旧、下
水道関連等

元 金 償 還 金 397,804 企業債償還元金

予 備 費 5,000

説　　　　　　　　　　　　　　明
節
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(単位：円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 250,967,206

　　　減価償却費 918,026,000

　　　固定資産除却費 24,761,000

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 161,000

　　　修繕引当金の増減額（△は減少） △20,000,000

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,400,000

　　　長期前受金の戻入額 △403,667,000

　　　受取利息及び配当金 △2,312,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 87,415,000

　　　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） 4,838,202

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,206,636

　　　営業及び営業外未払金・未払費用増減額（△は減少） 29,948,525

　　　小　　計 893,744,569

　　　受取利息及び配当金 2,312,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 △87,415,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 808,641,569

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △689,285,659

　　　他会計補助金による収入 11,024,703

　　　工事負担金による収入 182,941,877

　　　他会計負担金による収入 37,613,637

　　　固定資産売却による収入 1,000

　　　投資活動に伴う未収金等の債権の増減額（△は増加） △12,159,375

　　　投資活動に伴う未払金等の債務の増減額（△は減少） △62,463,531

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 532,327,348

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 227,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △397,804,000

　　　他会計からの出資による収入 51,496,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 119,308,000

Ⅳ　資金増加額　 157,006,221

Ⅴ　資金期首残高 4,902,388,039

Ⅵ　資金期末残高 5,059,394,260

（消費税及び地方消費税抜き）

令和５年度  甲賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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１　総括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

19

(0)

18

(1)

1

(△1)

注　職員数（　)内は、短時間勤務職員数外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,914 2,932 336 1,825

3,132 2,256 0 1,894

△ 1,218 676 336 △ 69

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手当の
内　訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比  較

10

0

区　　分

職員数

0

72,017

△ 655

給　　与　　費

180 71,362 53,793

51,290

給　　　　　与　　　　　費　　　　　

10 180

2,503
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計

（千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時間外勤務
手　　　当

休日勤務
手　　当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特別
勤 務 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

561 12,517 110 3,663 15,521 14,338 76

561 12,517 110 3,663 14,070 13,011 76

0 0 0 0 1,451 1,327 0

合　　計法定福利費

34,091

1,098

125,335

　明　　　　　細　　　　　書

160,524

157,578

2,946

123,487

1,848

35,189
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２  給料及び手当の増減額の明細

区　分
増減額
（千円）

備　　考

給与改定に
伴う増減分

248

昇給に伴う
増加分

761
平均昇給率  1.02％
1月昇給期　　 18人

その他の増
減分

△ 1,664 職員の異動等による

地域手当 733

期末手当 50

勤勉手当 661

扶養手当 △ 1,218

地域手当 △ 57

住居手当 336

通勤手当 △ 69

時間外勤務手当 0

期末手当 1,401

勤勉手当 666

制度改正に
伴う増減分

1,444

2,503手  当

給　料 △ 655

職員の異動等による

増減事由別内訳
　　　（千円）

説　　　明

その他の増
減分

1,059

定期昇給

- 20 -



３　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）　初任給

（３）　級別職員数

1 5.3

5 26.2

4 21.1

4 21.1

2 10.5

2 10.5

1 5.3

19 100.0

1 5.3

3 15.8

5（1） 26.3 （100.0）

4 21.1

2 10.5

2 10.5

2 10.5

19（1） 100.0 （100.0）

注　（　）内は短時間勤務職員数外書き

区         分 行  政  職

令和５年１月１日現在

平均給料月額 314,700

平均給与月額 392,956

平 均 年 齢 41

令和４年１月１日現在

平均給料月額 333,616

平均給与月額 436,573

平 均 年 齢 43

区                  分
行  政  職

一般会計の制度

行  政  職

（円） （円）

２級

３級

４級

高　　　　校　　　　卒 154,600 154,600

大　　　　学　　　　卒 185,200 185,200

３級

４級

５級

区　　分
行  政  職

級 職員数(人) 構成比（％）

令和５年１月１日現在

１級

令和４年１月１日現在

１級

６級

７級

計

５級

６級

７級

計

２級

（級別の基準となる職務）

区 分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行 政 職
部長
次長

課長 課長補佐 係長 主査
主事
技師

主事
技師
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（４）　特殊勤務手当

（５）　期末手当・勤勉手当

６月 １２月

（月分） （月分）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

2.150
（1.125）

2.150
（1.125）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

注　（　）内は再任用職員の率

２０年 ２５年 ３５年
勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分） （月分） （月分）

（７）　その他の手当

地　　域　　手　　当 同　　じ

住　　居　　手　　当 同　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　じ

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　　養　　手　　当 同　　じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
最高限度 その他の

加算措置等
備　　考

（月分）

前　　年　　度
4.300

（2.250）
有

一般会計の制度
4.400

（2.300）
有

備　　考

（月分）

本　　年　　度
4.400

（2.300）
有

 支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 3,614

 代表的な特殊勤務手当の名称 待機手当

区 分

支給期別支給率
支給率計 職制上の段階、職

務の級等による加
算措置

区 分 行政職

 給料総額に対する比率（％） 0.9

 支給対象職員の比率（％）
（令和５年１月１日現在）

73.7
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期間 金額 期間 金額 国庫補助金 企業債 その他

千円 千円 千円

 勅旨加圧所設備更新事業 202,400 令和6年度 202,400 29,373 173,027

 内貴橋送配水管整備事業 430,300 令和6年度 430,300 344,200 86,100

債務負担行為に関する調書

事　　　　　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生
（ 見 込 ） 額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位:円)

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 282,425,016

　　ロ　建物 581,968,956

　　　　減価償却累計額 △ 366,511,440 215,457,516

　　ハ　構築物 34,985,885,807

　　　　減価償却累計額 △ 16,843,013,109 18,142,872,698

　　ニ　機械及び装置 4,861,677,759

　　　　減価償却累計額 △ 3,609,451,869 1,252,225,890

　　ホ　車両及び運搬具 37,973,495

　　　　減価償却累計額 △ 36,159,370 1,814,125

　　ヘ　工具、器具及び備品 118,182,336

　　　　減価償却累計額 △ 104,141,105 14,041,231

　　ト　建設仮勘定 0

　有形固定資産合計 19,908,836,476

（２）無形固定資産

　　イ　水利権 2,843,765

　　ロ　地上権 7,764,329

　　ハ　施設利用権 11,390,160

　無形固定資産合計 21,998,254

　固定資産合計 19,930,834,730

２．流動資産

（１）現金預金 5,059,394,260

（２）未収金 177,764,914

      貸倒引当金 △ 5,140,000 172,624,914

（３）貯蔵品 11,627,044

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

　流動資産合計 5,243,646,218

　資産合計 25,174,480,948

令和５年度  　甲賀市水道事業予定貸借対照表

(令和６年３月３１日)

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 5,974,220,923

    ロ　その他の企業債 0

　企業債合計 5,974,220,923

（２）引当金

　　イ　修繕引当金 374,376,000

　引当金合計 374,376,000

　固定負債合計 6,348,596,923

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 397,865,820

　　ロ　その他の企業債 0

　企業債合計 397,865,820

（２）未払金 242,600,225

（３）未払費用 0

（４）前受金 0

（５）その他流動負債 0

（６）引当金

　　イ　退職給付引当金 0

　　ロ　修繕引当金 0

　　ハ　賞与引当金　 11,930,000

　引当金合計 11,930,000

　流動負債合計 652,396,045

５．繰延収益

（１）長期前受金 18,055,567,596

　　　収益化累計額 △ 10,307,191,686

　繰延収益合計 7,748,375,910

　負債合計 14,749,368,878

６．資本金

（１）自己資本金 5,876,528,901

　資本金合計 5,876,528,901

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国県補助金 242,045,768

　　ロ　工事負担金 120,164,955

　　ハ　受贈財産評価額 419,822,059

　　ニ　その他資本剰余金 4,182,121

　資本剰余金合計 786,214,903

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 274,000,000

　　ロ　利益積立金 0

　　ハ　建設改良積立金 2,381,660,579

　　ニ　当年度未処分利益剰余金 1,106,707,687

　利益剰余金合計 3,762,368,266

　剰余金合計 4,548,583,169

　資本合計 10,425,112,070

　負債資本合計 25,174,480,948

（消費税及び地方消費税抜き）

負債の部

資本の部
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注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品 先入先出法による原価法 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

   ア  有形固定資産（リース資産を除く） 

    ・量水器 取替法 

    ・その他 定額法 

    ・主な耐用年数 

      建物        ２４年～５８年 

      構築物       ３８年～６０年 

      機械及び装置     ８年～２０年 

      車両及び運搬具    ４年～ ５年 

      工具、器具及び備品  ８年～１５年 

   イ 無形固定資産 

         定額法 

    ・主な耐用年数 

      水利権           ２０年 

      施設利用権         １５年 

（３）  引当金計上方法 

   ア 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「退職手当負担に関する覚書」に基づき、一般会計が 

その全部を負担するため、退職給付引当金は計上していない。 

イ  賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に 

    備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負 

担に属する額を計上している。 

   ウ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、過去貸倒実績額による回収不能 

見込額を計上している。 
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（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の返還に係る他会計の負担 

    予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算 

   して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込   

まれる額は３７６，６２０千円である。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

 報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４ 減損損失 

（１） グルーピングの方法 

   水道事業において使用している固定資産は、水道水の製造から供給まですべ

ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事

業全体で１つの資産グループとしている。ただし、遊休資産については個別に

グルーピングしている。 

（２） 減損の兆候について 

   当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。 

グループ 用途 種類 番 地 

１ 遊休資産 土地 甲賀市水口町名坂 1214 番地 2 

２ 遊休資産 土地 甲賀市土山町野上野 830 番地 563 他 12 筆 

３ 遊休資産 土地 甲賀市甲賀町油日 2269 番地 161 

４ 遊休資産 土地 甲賀市甲南町野川 377 番地 

５ 遊休資産 土地 甲賀市水口町山 2636 番地 116 

   グループ１から５は、回収可能価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を認

識していない。なお、回収可能価額の算定方法は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は固定資産評価額に相当する額等を参考に合理的に算定し

た価額としている。 
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５ その他 

（１）  修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引当てられたものは、引き続き従前の例により

取り崩す。当年度において、修繕費を支出するため、修繕引当金２０，０００

千円を取り崩す。 

（２）  賞与引当金の取り崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払いとして、賞与引当金１１，７６９千円を取り崩す。 

（３）  貸倒引当金の取り崩し 

当年度において、債権の不納欠損による損失が発生するため、貸倒引当金 

１，０００千円を取り崩す。  
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(単位:円)
１．水道事業収益

　　　給水収益 2,305,398,182

２．受託工事収益

　　　受託工事収益 13,909,092

３．その他営業収益

　　　その他営業収益 80,665,287 2,399,972,561

４．水道事業費用

　　　原水及び浄水費 1,051,863,980

　　　配水及び給水費 215,307,916

　　　業務費 86,988,411

　　　総係費 139,271,704

　　　減価償却費 907,270,000

　　　資産減耗費 25,261,000

５．受託工事費用

　　　受託工事費 13,909,092

６．その他営業費用

　　　その他営業費用 910 2,439,873,013

　営業利益 △ 39,900,452

７．営業外収益

　　　受取利息及び配当金 1,740,000

　　　他会計補助金 31,359,000

　　　雑収益 635,086

　　　長期前受金戻入 405,110,000 438,844,086

８．営業外費用

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 85,326,000

　　　雑支出 9,741,472 95,067,472 343,776,614

　経常利益 303,876,162

９．特別利益

　　　固定資産売却益 910

　　　過年度損益修正益 910 1,820

10．特別損失

　　　固定資産売却損 1,000

　　　過年度損益修正損 1,909,091 1,910,091 △ 1,908,271

11．当年度純利益 301,967,891

　前年度繰越利益剰余金 501,094,418

　その他未処分利益剰余金変動額 52,678,172

　当年度未処分利益剰余金 855,740,481

（消費税及び地方消費税抜き）

令和４年度  　甲賀市水道事業予定損益計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)
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(単位:円)

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 282,426,016

　　ロ　建物 581,968,956

　　　　減価償却累計額 △ 354,357,034 227,611,922

　　ハ　構築物 34,148,230,118

　　　　減価償却累計額 △ 16,094,741,182 18,053,488,936

　　ニ　機械及び装置 4,751,218,796

　　　　減価償却累計額 △ 3,494,707,572 1,256,511,224

　　ホ　車両及び運搬具 37,973,495

　　　　減価償却累計額 △ 36,159,370 1,814,125

　　ヘ　工具、器具及び備品 118,182,336

　　　　減価償却累計額 △ 100,576,287 17,606,049

　　ト　建設仮勘定 320,431,545

　有形固定資産合計 20,159,889,817

（２）無形固定資産

　　イ　水利権 3,081,733

　　ロ　地上権 7,764,329

　　ハ　施設利用権 13,601,192

　無形固定資産合計 24,447,254

　固定資産合計 20,184,337,071

２．流動資産

（１）現金預金 4,902,388,039

（２）未収金 170,443,741

      貸倒引当金 △ 2,740,000 167,703,741

（３）貯蔵品 12,833,680

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

　流動資産合計 5,082,925,460

　資産合計 25,267,262,531

令和４年度  　甲賀市水道事業予定貸借対照表

資産の部

(令和５年３月３１日)
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 6,145,087,160

    ロ　その他の企業債 0

　企業債合計 6,145,087,160

（２）引当金

　　イ　修繕引当金 394,376,000

　引当金合計 394,376,000

　固定負債合計 6,539,463,160

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 397,803,583

　　ロ　その他の企業債 0

　企業債合計 397,803,583

（２）未払金 275,115,231

（３）未払費用 0

（４）前受金 0

（５）その他流動負債 0

（６）引当金

　　イ　退職給付引当金 0

　　ロ　修繕引当金 0

　　ハ　賞与引当金　 11,769,000

　引当金合計 11,769,000

　流動負債合計 684,687,814

５．繰延収益

（１）長期前受金 17,852,916,079

　　　収益化累計額 △ 9,932,453,386

　繰延収益合計 7,920,462,693

　負債合計 15,144,613,667

６．資本金

（１）自己資本金 5,825,032,901

　資本金合計 5,825,032,901

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国県補助金 242,045,768

　　ロ　工事負担金 120,164,955

　　ハ　受贈財産評価額 419,822,059

　　ニ　その他資本剰余金 4,182,121

　資本剰余金合計 786,214,903

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 274,000,000

　　ロ　利益積立金 0

　　ハ　建設改良積立金 2,381,660,579

　　ニ　当年度未処分利益剰余金 855,740,481

　利益剰余金合計 3,511,401,060

　剰余金合計 4,297,615,963

　資本合計 10,122,648,864

　負債資本合計 25,267,262,531

（消費税及び地方消費税抜き）

負債の部

資本の部
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注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品 先入先出法による原価法 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

   ア  有形固定資産（リース資産を除く） 

    ・量水器 取替法 

    ・その他 定額法 

    ・主な耐用年数 

      建物        ２４年～５８年 

      構築物       ３８年～６０年 

      機械及び装置     ８年～２０年 

      車両及び運搬具    ４年～ ５年 

      工具、器具及び備品  ８年～１５年 

   イ 無形固定資産 

         定額法 

    ・主な耐用年数 

      水利権           ２０年 

      施設利用権         １５年 

（３）  引当金計上方法 

   ア 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「退職手当負担に関する覚書」に基づき、一般会計が 

その全部を負担するため、退職給付引当金は計上していない。 

イ  賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に 

    備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負 

担に属する額を計上している。 

   ウ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、過去貸倒実績額による回収不能 

見込額を計上している。 
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（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の返還に係る他会計の負担 

    予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算 

   して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計等が負担すると見込 

   まれる額は４２３，５９８千円である。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

 報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４ 減損損失 

（１） グルーピングの方法 

   水道事業において使用している固定資産は、水道水の製造から供給まですべ

ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事

業全体で１つの資産グループとしている。ただし、遊休資産については個別に

グルーピングしている。 

（２） 減損の兆候について 

   当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。 

グループ 用途 種類 番 地 

１ 遊休資産 土地 甲賀市水口町名坂 1214 番地 2 

２ 遊休資産 土地 甲賀市土山町野上野 830 番地 563 他 12 筆 

３ 遊休資産 土地 甲賀市甲賀町油日 2269 番地 161 

４ 遊休資産 土地 甲賀市甲南町野川 377 番地 

５ 遊休資産 土地 甲賀市水口町山 2636 番地 116 

   グループ１から５は、回収可能価額が帳簿価額を上回るため、減損損失を認

識していない。なお、回収可能価額の算定方法は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は固定資産評価額に相当する額等を参考に合理的に算定し

た価額としている。 
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５ その他 

（１）  修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引当てられたものは、引き続き従前の例により

取り崩す。 

（２）  賞与引当金の取り崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払いとして、賞与引当金１２，８９０千円を取り崩す。 

（３）  貸倒引当金の取り崩し 

当年度において、債権の不納欠損による損失が発生するため、貸倒引当金 

３，９２４千円を取り崩す。  
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